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1.1 超伝導マグネット  

導体ワイヤーをコイルにしたものに電気を流すと磁場が発生する。１８世紀

にその電磁現象が発見されてから研究開発と産業応用が進み、現代においては、

変圧器、モーターをはじめとする動力源、各種分析装置、粒子加速器  等  基盤

技術として欠かせないものとなった。電磁石と呼ばれるそれは銅系金属のワイ

ヤーに絶縁被覆を施しコイル巻線して製作されるのが一般的である。他方、超

伝導材料を用いたコイル、すなわち、超伝導コイルならば電気抵抗がほとんど

ゼロであるため、ジュール発熱による熱的限界をほぼ無視できる。従来の銅系

金属の水冷コイルでは定常 10 A/mm2 程度のコイル電流密度が限界であるが、

超伝導コイルはその約 10 倍あるいは以上のコイル電流密度を発揮することが

可能である。この特徴から、超伝導コイルが有効な分野は、磁気浮上装置、核

磁気共鳴、粒子加速器、核融合装置等、多岐にわたり、既に社会実装されてい

る領域ではその性能や経済性の向上を、実現が切望されている技術はその成熟

を目指して研究開発が進められている。超伝導コイルを設計・製造するには、

超伝導材料とその線材化技術、導体化技術、コイル化技術が重要となる。代表

的な材料について表 1.1 に示す。NbTi と Nb3Sn は実用の超伝導コイルの製造ま

で至った材料である。NbTi は 1950 年代に発見された合金系超伝導材料であり

その延性から加工性に優れる [1.1]。Nb3Sn は金属間化合物の超伝導材料であり

1960 年代に発見された [1.2]。Nb3Sn は NbTi よりも製造コストがかかるものの

より強磁場で使用することができる。この２種以外にも多くの候補材料が検討

され、材料物性として優れたものも多くあったものの、線材化コスト、コイル

製作性等の体系的な検討がなされた結果、最終的に NbTi と Nb3Sn が工学的に

適した材料として普及するに至り、現在、ほとんどの超伝導マグネットに適用

されている超伝導材料は NbTi か Nb3Sn である。近年、新たな超伝導材料とし

て、Bi 系[1.3]や REBCO[1.4-1.5]といった銅酸化物系超伝導材料が見出され、マ

グネットへの応用に向けた研究開発が急速に進展している。いずれも従来の材

料より高い臨界温度を持つため、この特徴は高温超伝導 (HTS, High-Temperature 

Superconducting)と呼ばれる。HTS 材料が登場したことで、従来の NbTi や Nb3Sn

は低温超伝導 (LTS, Low-Temperature Superconducting)材料と呼ばれるようにな

った。HTS 線材の一例として REBCO 線材の外観を図 1.1 に示す。REBCO 線材

は製造上の都合からテープ形状であり、超伝導層の他、基板や安定化材から構

成される。これらの超伝導材料の超伝導物性を臨界電流密度の観点から比較し
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たものを図 1.2 に示す。臨界電流密度とはその超伝導材料が超伝導状態で使用

できる電流密度の限界許容量であり温度や外部磁場に依存する。HTS 材料（Bi-

2223、YBCO）は、従来の LTS 材料に対して臨界電流値の温度・磁場依存性が

優れており、HTS 材料でしか実現できない領域がある。このことから、HTS 材

料の優れた特性を利用した先進の超伝導マグネットシステム、すなわち、HTS

コイルを取り入れたマグネットシステムが検討されている。HTS コイルが LTS

コイルよりも工学的に優れる点を以下に整理する。  

 

①  ヘリウム資源の節約  

20 K を超える臨界温度を持つため、冷媒として液体ヘリウム以外、すなわち、

液体水素、液体ネオン、ヘリウムガスを選択肢として考えることができる。2010

年代からヘリウム資源の世界的な供給不足が起きているという背景から、ヘリ

ウムの使用量を低減することは大きな意義がある。  

 

②  高磁場化・高電流密度化  

HTS 材料は同じ温度条件・磁場条件において LTS 材料より高い臨界電流密度

の導体を実現できる。つまり、HTS マグネットは同規模の LTS マグネットより

高磁場化が可能である。  

 

以上を踏まえて、HTS コイルを用いた種々のアプリケーションが検討されて

いる。磁気核共鳴イメージング（NMR）の分野では、既に LTS コイルによって

23.5T（約 1 GHz）の磁気核共鳴周波数を持つ NMR 装置が実用化されているが、

これは LTS 材料によって実現できる限界性能とされている。そこで、HTS を取

り入れた 30.5 T（1.3 GHz）の高分解能を有する新型 NMR 装置の開発が目指さ

れている[1.6]。核融合の分野では、プラズマ閉じ込め磁場を発生させるための

マグネットシステムに対して HTS コイルを取り入れた研究開発が活発に行わ

れている [1.7-1.9]。現行で運転されている大型核融合装置のマグネットシステ

ムは LTS のみであるが、例えば、1998 年から今も運転されている LHD[1.10]、

2021 年に組立が完了し本格的なプラズマ実験の開始を待つ JT-60SA[1.11]、現

在組立中の ITER[1.12]があげられる。これらのような最大級の大型超伝導マグ

ネットシステムの規模は、蓄積磁気エネルギーにして、LHD や JT-60SA で約 1 

GJ、ITER で約 41 GJ であるが、将来の核融合炉では 100 GJ 以上の蓄積磁気エ
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ネルギーを有するマグネットシステムが必要とされている[1.13] [1.14]。マグネ

ットが大型化すればするほど製作が難しくコストが増大してしまうことから、

HTS コイルを用いたコンパクトなマグネットシステムを構築することが望ま

れている。しかし、製造コスト、機械的成立性、磁場精度、クエンチ保護、実

績（現在の HTS コイル技術の成熟度）  等を考えると、現行の超伝導マグネッ

ト機器における LTS コイルを代替する、あるいは、専用に開発されている HTS

コイルは一部に限られる。これは、1.2 項以降に述べるような種々の技術課題

があるためである。  

 

表 1.1 実用線材化している超伝導材料  

材料 NbTi Nb3Sn MgB2 Bi-2223 REBCO 

臨界温度 10 K 18 K 39 K 110 K 93 K 

上部臨界磁場 

（4.2 K） 

11 T 25 T 25 T 19 T (B⊥) 

 ＞100 T (B∥) 

35 T (B⊥) 

 ＞100 T (B∥) 

線材化技術 伸線 ブロンズ法 

内部拡散法 

加圧焼結 

（細線） 

加圧焼結 

（細線） 

テープ状基板上

への蒸着 

金属有機物堆積

法（MOD法） 
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図 1.1 REBCO 線材の外観  

 

 

 

 

図 1.2 代表的な超伝導材料が使用可能な領域   
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1.2 超伝導マグネット設計の基本方針  

超伝導マグネット設計の方法論は [1.14]や [1.15]をはじめ多くの文献にまと

められている。ここでは詳細は割愛して概要のみ述べる。アプリケーションに

よって若干の違いがあるものの、ほとんどの場合において、超伝導マグネット

の設計の大項目は、①導体、②機械的成立性、③安定性、④冷却、⑤クエンチ

保護  である。  

 

①導体  

超伝導コイルを構成するための導体。小型コイルでは超伝導線材をそのまま

導体として用いられることが多い。大型コイルではインダクタンスの低減のた

めに超伝導線材を集合させて大電流容量導体を構成することがある。  

②機械的健全性  

製作性（組立性）、電磁力設計、熱サイクル時の応力に対する構造の健全性。  

③安定性  

常伝導転移の起きにくさ、常伝導転移からの復帰のしやすさ。  

④冷却  

超伝導コイルの冷却方法。  

⑤クエンチ保護  

常伝導伝播が巻線全体に広がるときにコイルを破損させないための方策。  

 

それぞれの項目は互いに強く関係するため別々に検討されることはない。例

えば、導体内に冷媒流路を持つケーブルインコンジット導体 [1.17]は①導体で

ありながらも冷媒流路（④冷却）の一面も持つ。もれなく以上の項目を統合的

に検討することで超伝導マグネットを設計することができる。しかしながら、

HTS マグネットの場合、多くの設計検討があるものの実用機として実現したも

のはあまり多くない。これは、HTS 線材の特性から目指されている「高温・高

電流密度・高磁場」の運転領域の超伝導マグネットを実現するには解決すべき

問題があるためである。高温運転（概ね 20 K 以上）の問題は、構造材料の耐力

は 4 K よりも 20 K の方が低い、コイル冷却用の冷媒としての液体水素の取り

回し技術が確立していない、等が揚げられる。次に、高電流密度・高磁場運転

を成立させることは、採用する導体に関わらず、主に以下の２つの理由により

難しいとされる。理由のひとつは電磁力である。コイル長手方向の磁場成分と
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運転電流によるローレンツ力のことであり、導体自身や支持構造で支持される。

電磁力により導体にはコイル径方向成分の圧縮歪み、および導体長手方向成分

（コイル周回方向成分）の引張歪みが生じる。HTS 線材は前者の圧縮歪みが問

題になることはほとんどない一方、後者の引張歪みによって設計が制限される。

HTS 線材は長手方向に 0.4%以上の引張歪みが加わると臨界電流値が低下する

[1.18]。また、磁場閉じ込め核融合炉におけるプラズマ消失事象等、アプリケ

ーションによっては瞬間的に応力が増大する（歪みが増大する）ことも考慮し

なければならない。もうひとつの高電流密度・高磁場運転が難しい理由は、ク

エンチ時のホットスポット温度である。電流密度 𝑗が存在する微小な領域におけ

る温度上昇の速さ
𝛿𝑇

δt
は、電気抵抗率𝜌、密度𝛾、比熱𝑐pを用いて、  

𝛿𝑇

δt
=
𝜌

𝛾𝑐p
𝑗2 

であり、電流密度の二乗に比例する。導体が超伝導状態である限りは𝜌がほぼ 0

であるため温度上昇はないが、ひとたび常伝導転移が生じると急速に温度上昇

する。超伝導導体には銅やアルミ等の低抵抗の金属が複合されており、常伝導

転移が生じた際にはその金属に電流は転流する。
𝜌

𝛾𝑐p
は、銅の物性値を用いれば  

𝜌

𝛾𝑐p
|T=20K,Cu =

1.8 × 10−10 Ωm

9.0 × 103 kg m−3・1.0 × 10 J−1 kg−1 K
= 2 × 10−15 K s−1(A m−2)−2  

 

𝜌

𝛾𝑐p
|T=100K,Cu =

6.8 × 10−9 Ωm

9.0 × 103 kg m−3・2.5 × 102 J−1 kg−1 K
= 3 × 10−15  K s−1(A m−2)−2  

 

という値である。高電流密度とされる電流密度 j=102 A/mm2（ 𝑗2 = 1016 (A m−2)2）

のとき、温度上昇の速さは 20～30 K/s である（図 1.2 より超伝導材料はそれ自

体で 104 A/mm2 程度の電流密度まで許容できる。しかし、実用導体は安定化材、

支持構造材、冷却流路などを有するため、結果的に導体断面に対する電流密度

は、大型コイル用に線材を集合化させたもので 102 A/mm2 程度、線材をそのま

まコイル化したもので 103 A/mm2 程度が妥当な設計となる）。したがって、20 K

から常温に達するまで 10 秒以下であり、この時定数で熱応力からコイルを保

護することを考えると技術的な難しさが表面化し、設計が制限される。この時

（1.1 式）  
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定数の問題は、特に蓄積磁気エネルギーが大きなマグネットシステムで重要と

なる。以上のように、「高温・高電流密度・高磁場」の運転領域の超伝導マグネ

ットを設計するには、現状、非ヘリウム冷媒（液体水素等）の取り回し、支持

構造、クエンチ保護において主要な課題がある。本研究では、高電流密度かつ

高磁場の大型マグネットに適用できるクエンチ保護について論ずる。  

 

1.3 外部放電によるクエンチ保護  

 HTS コイルは、102 A/mm2 に匹敵する導体電流密度で運転することを目指し

ている。限られたコイルスペースにおさまるマグネットシステムを実現するた

めの有効な手段として、球状トカマク装置やヘリカル型核融合装置への導入に

向けた研究開発が進められている [1.19-21]。実際の超伝導コイルは超伝導状態

の性質から完全にジュール発熱を取り払える訳ではなく、交流損、結合損、フ

ラックスジャンプ等の発熱に寄与する物理事象が存在する。外的要因では、機

械的あるいは電気磁気的な擾乱により局所的かつ一時的に超伝導導体の臨界

電流値が低下することが考えられる。これらを起因として低下した臨界電流密

度が運転電流密度を下回ると導体は常伝導転移する。そのような常伝導転移し

た局所的な領域が生じたとき、この領域における単位体積あたりのジュール発

熱𝑔jは、電流密度 j、電気抵抗率ρとして  

𝑔j = 𝜌𝑗
2 

と表すことができる。これに対し、冷却𝑔jが発熱より大きい条件、すなわち、  

𝑔j < 𝑔c 

ならば、常伝導転移した領域の温度は上昇せずに超伝導運転に復帰する。一方、 

𝑔j > 𝑔c 

が成立し続ける限り、温度上昇はとどまらないだけでなく、隣接する超伝導状

態の領域にも熱伝導によって温度上昇を与え、雪崩的に常伝導転移が伝播する。

このようにして常伝導領域が広がっていくことを常伝導伝播という。ひとたび

常伝導伝播が起きると、何らかの対策を講じない限り常伝導伝播が超伝導コイ

ル全体に広がり、大抵の場合、直ちにマグネットの運転を止めなければならな

い。このように超伝導コイル全体が常伝導転移する事象をクエンチといい、こ

（1.2 式）  

（1.3 式）  

（1.4 式）  
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れを回避するために種々の場面において（1.3 式）が成立するように設計され

る。これを安定化という。（1.1 式）を単位時間δ𝑡あたりの温度上昇δ𝑇がわかる

よう書き直すと、  

𝛿𝑇 =
𝜌

𝑐p
𝑗2δt=

𝜌

𝑐p

𝐼

𝐴

2

δt 

と表すことができる。I は運転電流、A は導体断面積である。（1.3 式）や（1.5

式）から、安定化のために必要な点として以下のことがいえる。  

 

① 超伝導材料と共に電気抵抗の低い金属（銅やアルミがよく使われる）を導

体内に抱き込む。常伝導転移した際には超伝導材料からこの金属に電流が転流

し、低い電気抵抗率および金属が持つ比熱によって温度上昇速度を抑える。こ

の金属を安定化材という。  

 

②  大きな𝑔cを得るために、冷媒と導体の熱接触が良好な導体構造とする。例え

ば、冷媒チャンネルを導体内（導体絶縁内）に設ける。  

 

上記①の安定化材は超伝導導体の安定化のために最も重要な概念であり、安

定化材のない超伝導導体はまずもって存在しないと考えられる。導体断面にお

いて安定化材の占有率を高めることで常伝導伝播が全く広がらない導体構造

を得ること（Stekly の完全安定化理論[1.22]等）も可能だが、実際は安定化材

の占有率が非常に大きくなり、高電流密度という特徴が保たれないためここで

は議論しない。安定性とは超伝導導体における常伝導伝播の広がりにくさを意

味するものであり、安定性を加味したコイル設計は必要であるが、万が一にも

クエンチに至ろうとした際に超伝導コイルを保護する方策も必要である。すな

わち、常伝導部の発生に伴う温度上昇や応力（熱応力や電磁力）による破損を

回避する必要があり、このための対策がクエンチ保護である。超伝導コイルの

破損事象はアプリケーション毎に特有なものであり、経験に基づいて検討が進

められている。例えば、核融合炉用の大型コイルであれば、熱勾配に起因する

応力により構造が破損することを回避するようにクエンチ保護法を設計する。

NMR や MRI ではコイル設計が電磁力で制限されることから、急速減磁時に複

数のコイルどうしが結合していることによって生じる誘導電流によって許容

（1.5 式）  
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値以上の電磁力が生じさせないようにする保護回路が重要となる。（1.5 式）か

ら電流密度を下げることで温度上昇を抑制できることがわかるように、例とし

て挙げたクエンチ保護の方針のいずれにおいても、コイル電流を急速に減少さ

せるために蓄積磁気エネルギーを外部で放電することを基本にしている。電気

回路によってこれを表現すれば、図 1.3 のように外部放電抵抗をコイル両端に

接続して電源を切り離すように動作する回路となる。この動作は逆起電力から

電源を守る役割もある。実用化している超伝導コイルのクエンチ保護回路のほ

とんどがこの回路に基づいているものであり実績も多い。ここで、 𝐼Lは運転電

流、𝑅eeは巻線外部に設置した抵抗であり、保護抵抗あるいは外部放電抵抗と呼

ばれる。クエンチ保護回路が動作する前に、まずクエンチの兆候を検出する必

要がある。クエンチの判定に必要な時間𝜏delay後、SW1 を開放から短絡に、SW2

を短絡から解放に切り替えることで逆起電力によって電源にダメージがない

よう超伝導コイルから切り離すと共に𝑅eeで蓄積磁気エネルギーが消費され、𝐼L

は  

𝐼L = 𝐼L(𝑡 = 0)e
−
𝑡
𝜏ee 

の減衰波形を伴って放電される。ここで、  

𝜏ee =
𝐿

𝑅ee
 

は放電の時定数である。クエンチの兆候を検出してから放電までのステップに

おける巻線内の最大到達温度（すなわち、ホットスポット温度）と運転電流の

時間発展の概念図を図 1.4 に示す。検出範囲に状態が移行し、𝜏delayの判定時間

を経て放電が開始される。放電がはじまれば、通電電流の２乗に比例するジュ

ール発熱は減少し、熱が拡散することでホットスポット温度は下降する。図

1.4(a)のようにコイルが損傷すると想定した温度限界𝑇limitに最大到達温度が達

する前に電流を掃引することで保護が成立する。図 1.4(b)のように一連のクエ

ンチ保護動作が間に合わず、ホットスポット温度が𝑇limitを超えてしまうとコイ

ルが損傷している恐れがある。この描像から、このように外部放電に基づくク

エンチ保護において、以下の点が重要であることがわかる。  

 

（1.6 式）  

（1.7 式）  
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①  クエンチの判定時間𝜏delayが短い方がホットスポット温度は低く抑えられる。 

 

②  減磁の時定数𝜏eeが短い方がホットスポット温度は低く抑えられる。  

 

①はクエンチの検出技術の課題であり、ここでは深く言及しない。クエンチ保

護を設計するためには、運転条件における保護対象の超伝導コイルについてク

エンチ挙動を解析した上で巻線部の温度限界𝑇limitを超えないような 𝜏eeを実現

する必要がある。例えば、ヘリカル型核融合実験装置 LHD の大型超伝導ヘリ

カルコイル（蓄積磁気エネルギーW=0.9 GJ、インダクタンス L=3.6 H、電流

密度～40 A/mm2、コイル端子電圧最大値～2 kV）では、𝜏ee=30 秒という減衰

時定数の外部放電方式のクエンチ保護システムが運用されており、20 年以上

にわたる長期運転実績の一翼を担っている [1.23]。ここで、仮に HTS コイルの

特徴である高い電流密度、例えば 80 A/mm2 として LHD 型の HTS マグネット

システムを考えたとき、電流密度は 2 倍であるから（1.5 式）より温度の上昇

速度は 4 倍となり、放電時定数は少なくとも 1/4 倍より小さくしなければいけ

ない。一方、放電時定数を 1/4 にするとコイル端子の最大電圧は 4 倍になる。

このことから、コイル端子間電圧と絶縁設計を両立させることが必要となる。

高い電流密度において早い放電時定数が必要という知見は多くの先行研究に

よって明らかになっており、例えば、トカマク型核融合実験装置 ITER の TF

コイルは 20 A/mm2 の運転電流密度であるが、ホットスポット温度の解析によ

れば、運転温度 4 K から 200 K まで上昇するのに 6 秒程度である [1.24]。ヘリ

カル型核融合装置のために開発が進んでいる HTS 導体では  運転温度 20 K、

80 A/mm2 の電流密度がひとつの要求使用であるが、STARS 導体を対象とした

ケーススタディでは、制限温度（150 K）にホットスポット温度を到達させな

いために必要な放電時定数は 3 秒以内と見積もられている [1.21]。さらに極端

な例では、電流密度 953 A/mm2、温度 4.2 K の運転条件の小型 HTS コイルの

場合、わずか 0.15 秒で巻線構造が融解する温度（1000℃以上）にホットスポ

ット温度が達する [1.25]。ホットスポット温度が制限温度まで到達する時間は

コイルサイズに無関係であるため、核融合装置のような大型超伝導コイルにな

ると急速減磁時における単位時間あたりの磁束の変化、つまり誘導電圧が絶縁

強度を超えてしまうことに注意しなければならない。高電流密度の小型コイル

の場合、そもそも 100 ms オーダーで能動的なクエンチ保護操作を実現させる
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ことが困難であるため、受動的な方法が採用される。例えば、ダイオード等を

用いてクエンチ時に自動的に外部放電する回路[1.26]、あるいは 1.5 項で取り

上げる無絶縁コイルのような方策が検討される。  

 

 

 

 

図 1.3 外部放電方式のクエンチ保護回路  
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(a)クエンチ保護成功時  

 

 

 

(b)クエンチ保護失敗時  

 

図 1.4 外部放電方式クエンチ保護の時間発展波形の概念図  

  



 14 / 101 

 

1.4 クエンチ保護における二次巻線  

 図 1.3 の回路は超伝導コイルの蓄積磁気エネルギーを外部放電するための基

本形になるが、図 1.5 のように超伝導コイルに磁気的にカップリングした二次

巻線𝐿2を施すことで放電時定数を小さくすることができる。二次巻線はコイル

とスイッチを組みあわせた構成である必要はなく、導体の閉ループでもよい

[1.27]。𝐼1を急速に減少させると二次巻線𝐿2側に誘導電流が生じ、𝑅ee2でジュー

ル発熱によってエネルギーが消費される。結果として、二次巻線𝐿2があった方

が放電時定数を小さくすることができる。核融合装置の場合は超伝導コイルに

対して金属の真空容器がカップリングしているため、急速減磁時、蓄積磁気エ

ネルギーの一部は真空容器内で散逸する。ITER の TF コイルではこの効果が

検証されており、実際に励磁時定数は小さくなる [1.24]。また、二次巻線を一

次巻線内に埋め込むことで、ジュール発熱する二次巻線をクエンチヒーターと

して用いることも提案されている [1.28]。この構成により放電時定数とホット

スポット温度が改善することが報告されている [1.29]。  

 

 

 

 

図 1.5 二次巻線付きの外部放電回路  
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1.5 無絶縁コイル  

 S. Hahn らはターン間絶縁をしないで HTS 線材を巻線することが高電流密

度・高磁場マグネットを構成する手段として有効であることを示した [1.30]。

このような絶縁を廃した巻線の HTS コイルは無絶縁コイルと呼ばれ、その後

の進展により定常高磁場の最高記録を更新している [1.31]。無絶縁コイルが高

電流密度・高磁場マグネットに適している理由は以下のとおりである。  

 

①  ターン間絶縁がない分、巻線断面に対する電流密度が向上する。  

 

②  ターン間絶縁がないため、ターン間で電流の再分配が可能となる。つまり、

常伝導転移部を避けるように健全なターンの HTS 層に電流は迂回する。こ

れは常伝導転移した HTS 素線が超伝導状態に復帰するための安定化材の役

割を他のターンの HTS 層が担うことができるということであり、安定化に

必要な安定化材が減り電流密度の向上に期待できる。  

 

③  絶縁がないことで冷媒と HTS 層との熱伝達が良好であり、冷却安定性が良

い。  

 

一方、コイルのターン間が低い抵抗（コイル両端からみて µΩ～nΩオーダー）

で短絡されているため、無絶縁コイルを外部放電抵抗（mΩオーダー）に接続

しても電流は巻線内のパスを流れ、巻線外部に取り出すことができない。つま

り、蓄積磁気エネルギーは巻線内部に散逸する。これは、内部放電、あるいは

電流が自発的にターン間に流れることから、自己保護と呼ばれる。自己保護の

際、その蓄積磁気エネルギーは無絶縁コイル巻線内部に散逸する。このときの

巻線内部の温度上昇を評価する。ここで、超伝導コイルの蓄積磁気エネルギー

W は  

𝑊 =
1

2
𝐿𝐼op

2 

である。巻線の体積を V、導体の断面積 A、電流密度𝐽opとして、単位体積あた

りに散逸するエネルギーw は、  

（1.8 式）  
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𝑤 =
𝑊

𝑉
=
𝐿𝐴2𝐽op

2

2𝑉
 

である。一方、巻線の単位体積あたりの熱容量 C に対して、初期温度𝑇opから𝑇h

までの温度上昇を与える単位体積あたりのエンタルピー変化量 h は、  

ℎ = ∫ 𝐶d𝑇  
𝑇h

𝑇op

 

である。巻線部の制限温度𝑇lmtに対するエンタルピー変化量の制限ℎlmt 

ℎlmt = ∫ 𝐶d𝑇  
𝑇lmt

𝑇op

 

とすれば、  

 

𝑤 < ℎlmt →  𝑇h < 𝑇lmtとなり自己保護が成立する可能性あり   

 

𝑤 > ℎlmt →  𝑇h > 𝑇lmtとなり自己保護は成立しない   

 

といえる。このことは、コイル巻線体積に対して蓄積磁気エネルギーが非常に

大きなマグネット、すなわち、核融合装置の大型マグネットに適用することが

難しい可能性が高いことを示唆する。これを検証するため、自己保護が可能な

運転電流密度を考える。w に対する到達温度𝑇h、断熱条件として、w=h より、 

𝑗op =
√
2𝑉 ∫ 𝐶d𝑇

𝑇h
𝑇op

𝐿𝐴2
= √

2𝑙tot𝐴s ∫ 𝐶d𝑇
𝑇h
𝑇op

𝐿𝐴2
 

である。ここで、𝑙totは導体の長さ、𝐴sは導体断面のうち熱容量に寄与する断面

積である。表 1.2 にその諸元を示す FFHR-d1 サイズのヘリカルコイル一条に

関して、（1.12 式）から電流密度と到達温度の対応を調べる。熱容量の積分関

数は図 1.5 の曲線を用いた。導体のパラメータは STARS 導体を参考にしてい

る。（1.12 式）を描写すると図 1.6 のようになる。FFHR-d1 で想定される電流

密度は 24.5 A/mm2 であるから、このときの到達温度は、Cu の安定化材のみの

ときに 270 K、SS も含めた場合、240 K である。制限温度は 150 K とされて

（1.9 式）  

（1.10 式）  

（1.11 式）  

（1.12 式）  
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おり、24.5 A/mm2 では到達温度は制限温度を超えてしまうことから、FFHR-

d1 のコイルシステムでは自己保護によるクエンチ保護が成立しないといえる。 

 

表 1.2 FFHR-d1 のヘリカルコイル一条に関する諸元（STARS 導体を想定）  

L(H) 20.7 

Iop(kA) 94 

A(mm2) 3844 

ltot(km) 61 

Astb(mm2) 1600 

Ass(mm2) 2244 

 

 

 

 

図 1.5 20K から任意の到達温度に対する各巻線構造材料の単位体積あたりの

エンタルピー変化量  

       

       

       

       

       

       

       

              

 
d
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図 1.6 FFHR-d1 系における自己保護した際の電流密度と到達温度の関係  
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表 1.3 LHD-like ヘリカルコイル一条に関する諸元  

 

L(H) 3.687 

Iop(kA) 13 

A(mm2) 225 

ltot(km) 18 

Astb(mm2) 84.4 

Ass(mm2) 141.6 

 

 

 

 

 

 

図 1.7 LHD 系における自己保護した際の電流密度と到達温度の関係  
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なお、表 1.3 のような LHD サイズのマグネットシステムと導体断面を想定

し、安定化材として純アルミ、超伝導素線は高温超伝導材料で 20 K の運転温

度と仮定すると、（1.12 式）から得られる電流密度と到達温度の関係は図 1.7 の

ようになる。この仕様ならば LHD サイズのコイルで 80 A/mm2 の導体電流密

度で到達温度は 150 K である。Al を Cu に変えることでより到達温度は抑え

られることもあり、LHD 程度の規模であれば自己保護の成立条件𝑤 < ℎlmtを満

たす可能性があると考えられる。  

FFHR-d1 級の大規模の大型超伝導マグネットシステムにおいて、本検討に

おいては、無絶縁方式の内部放電を成立させることは困難であることがわかっ

た。無絶縁方式以外でクエンチ保護が成立しうる方法は、分割したコイルと外

部放電を組み合わせて、ホットスポット温度が制限値を超える数秒以内にコイ

ルを消磁する方法であるが、この場合、クエンチの判定を精度よく短時間にし

なければならないこと、分割したコイルを一様に消磁させなければならないこ

と  等が技術的に難しく、高磁場・高電流密度かつ大型のマグネットシステムの

工学設計において改善の余地があると考えられる。そこで、本研究では、高磁

場・高電流密度で運転される大型超伝導コイルのクエンチ保護が困難であるこ

とを踏まえて、無絶縁コイルとそれに適用可能な電磁誘導を応用した新しいク

エンチ保護概念（レスキューコイル法）を提案する。  
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2章 電磁誘導方式のコイル電流急速制御に

よるクエンチ保護法        

＜レスキューコイル法＞ 
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2.1 電磁誘導によるコイル電流の急速制御  

従来の超伝導コイルの運転電流の制御方法は電源電圧による減励磁あるい

はコイル両端に放電抵抗を接続する方法であることを説明したが、ここで、超

伝導コイルの運転電流を電磁誘導によって制御することを考える。従来の方法

では導体断面の電流密度が一様としてコイル全体で電流密度が一様に増減す

るが、安定化を達成するためには常伝導転移部の電流密度のみを減少させれば

安定化は達成できる。例えば、超伝導コイルを分割し、別々の運転電流をとり、

常伝導転移を伴ったコイルの電流値だけを任意で減少させればよい。この操作

において系全体の磁束の変化量は小さく誘導電圧が低減されるため急速な制

御を実現できると考えられる。いま、図 2.1 のように超伝導コイル L に磁気的

にカップリングしたコイル𝐿rsqを配置する。L と𝐿rsqは相互インダクタンス M で

負結合しており、それぞれ 𝐼𝐿と𝐼rsqで励磁されている。このとき、𝐿rsqについて電

源を切り離して外部放電抵抗𝑅rsqを接続し、𝐼rsqを急速に減少させることで、磁

気的に結合している超伝導コイル L の運転電流𝐼𝐿を減少させることができる。

𝑅eeにより L を減磁させることも可能だが、簡単な解析解を得るために電源電

流𝐼psを制御して L のコイル両端電圧が 0 になるよう制御されているとする。こ

のときの回路方程式は、  

0 = 𝐿
d𝐼𝐿
d𝑡
+ 𝑀

d𝐼rsq

d𝑡
 

𝑉 = 𝐿rsq
d𝐼rsq

d𝑡
+ 𝑀

d𝐼L
d𝑡

 

である。t=0 のときの L の運転電流値を𝐼op、𝐿rsqのコイル電流値を 𝐼rsqとすれば、

𝐼Lの時間発展  

𝐼L = 𝐼op − 𝜅√
𝐿2
𝐿1

 𝐼rsq (1 − ex (−
𝑡

𝜏𝜅
)) 

を得る。ここで、κは結合係数、放電時定数𝜏kは  

𝜏rsq =
(1 − 𝜅2)𝐿2
𝑅rsq

 

である。𝐿rsqは L に比べて小さい上、結合係数κを 1 に近づけるほど𝜏rsqを小さ

（2.1 式）  

（2.2 式）  

（2.3 式）  

（2.4 式）  
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くすることができる。この方法では、𝑅eeを用いた減磁の時定数𝜏ee =
𝐿

𝑅ee
よりも

急速に運転電流を減少させることができる。動作後、𝜏rsqの時間で減少する電流

量𝛥𝐼opは  

𝛥𝐼op = 𝐼1(𝑡 = 0) − 𝐼1(𝑡 = 𝜏𝜅) = 𝜅√
𝐿2
𝐿1
(1 −

1

𝑒
) 𝐼rsq 

である。ここで、ネピア数 e=2.718…である。導体の断面積 A を用いて超伝導

コイル L の電流密度の減少分𝛥𝐽opは、  

𝛥𝐽op =
𝜅

𝐴
√
𝐿2
𝐿1
(1 −

1

𝑒
) 𝐼rsq 

と表すことができる。  

 

 

 

 

 

図 2.1 電磁誘導によりコイル電流を急速制御する基本回路図  

 

 

  

（2.5 式）  

（2.6 式）  
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2.2 レスキューコイル法によるクエンチ保護の物理的説明  

超伝導コイルのクエンチ保護の物理的な描像を議論する。１次元の超伝導導

体における常伝導伝播速度は [2.1][2.2]によれば以下のように立式できる。長手

方向１次元の伝熱を表す式は、  

𝐶
𝜕𝑇

𝜕𝑡
＝

𝜕

𝜕𝑥
(𝑘
𝜕𝑇

𝜕𝑥
) + 𝐺J + 𝐺L 

である。ここで、𝐶は単位体積あたりの熱容量 (JK-1m-3)、k は熱伝導率である。

𝐺Jはジュール発熱  

𝐺J = 𝜌𝑗op
2 

および𝐺Lは冷却である。（2.8 式）について、導体の臨界温度𝑇cと常伝導転移状

態の実行的な抵抗率𝜌sを用いて  

{
𝜌 = 0    𝑇 < 𝑇c
 𝜌 = 𝜌s    𝑇 ≥ 𝑇c

 

という条件を仮定すると、超伝導領域から常伝導領域へと転移が伝わる描像は、

温度 T についての進行波解の伝播速度として得られ、その常伝導伝播速度𝑈lは  

𝑈l＝
𝑗op

𝐶
√

𝜌s𝑘

(𝑇c−𝑇op)
(

1 − 2𝑦

√𝑦𝑧2 + 𝑧 + 1 − 𝑦
) 

という式で得られる。ここで、  

𝑦＝
𝑝ℎH(𝑇c−𝑇op)

𝐴𝜌s𝑗op
2  

𝑧＝
𝑝𝐺L

𝐴𝑐p(𝑇c−𝑇op)
 

であり、ℎHは冷媒との熱伝達率、𝑝は導体周長、A は導体断面積、𝑐pは比熱であ

る。断熱条件は、ℎH = 0および𝐺L = 0（つまり y=0 および z=0）であるので、こ

の場合の伝播速度𝑈abは、  

𝑈ab＝
𝑗op

𝐶
√

𝜌s𝑘

(𝑇c−𝑇op)
 

（2.7 式）  

（2.8 式）  

（2.9 式）  

（2.10 式）  

（2.11 式）  
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である。なお、典型的な高温超伝導線における𝑈lは 1～10 mm/s であり、これ

は実験値ともよく一致する [2.3]。次に、最小伝播領域 𝑙mpzに注目する。𝑙mpzは巻

線内で常伝導部の発熱が熱拡散と冷却とに対して熱平衡状態をとる常伝導転

移長さである [2.4]。電流密度が流れている常伝導転移領域を持つ超伝導導体に

おいて常伝導転移領域が 𝑙mpzを超えると常伝導部は広がり、𝑙mpzより小さければ

縮小して最終的に常伝導領域は消滅する。断熱条件、すなわち、長手方向の熱

伝導のみで熱が拡散する条件を仮定すると、一次元の場合、  

𝑙mpz＝√
2𝑘(𝑇c−𝑇op)

𝜌𝑗op
2  

と求めることができる。  

ここで、超伝導コイルのクエンチの兆候を検出し、2.1 項で述べた急速な減

流動作により常伝導転移部を持つ超伝導コイルの電流密度を減らすことで安

定性を向上させてクエンチを回避することを考える。この概念をレスキューコ

イル法とし、その描像を図 2.2 に示す。説明を簡単にするため、急速な減流の

操作をした瞬間の常伝導転移長は 𝑙mpzと仮定する。減流後の最小伝播領域の変

化量𝛥𝑙mpzとすると、伝播速度𝑈lによって広がる常伝導領域が動作後の最小伝播

領域に達するまでにかかる余裕時間𝜏fは  

𝜏f =
𝛥𝑙mpz

2𝑈l
 

と表することができる。電流密度の減少量は（2.6 式）であるので、𝑙mpzの変

化量𝛥𝑙mpzは、  

𝛥𝑙mpz = (
1

𝑗op − 𝛥𝑗op
−
1

𝑗op
)√
2𝑘(𝑇c−𝑇op)

𝜌
 

であり、減流率  

𝜂 =
𝛥𝑗op

𝑗op
 

を用いれば、  

（2.12 式）  

（2.13 式）  

（2.14 式）  

（2.15 式）  
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𝛥𝑙mpz =
1

𝑗op
(
𝜂

1 − 𝜂
)√
2𝑘(𝑇c−𝑇op)

𝜌
 

となる。𝑈abの電流密度の引数は安全側として 𝑗opを用いて、𝜏fは  

 

𝜏f =
𝛥𝑙mpz

2𝑈ab
=

1
𝑗op
(
𝜂

1 − 𝜂
)√
2𝑘(𝑇c−𝑇op)

𝜌

2
𝑗op
𝐶 √

𝜌𝑘

(𝑇c−𝑇op)

 

    ＝
1

√2𝑗op
2
(
𝜂

1 − 𝜂
) (𝑇c−𝑇op)

𝐶

𝜌
 

と得られる。減流後の最小伝播領域よりも常伝導領域が小さくなる条件  

𝜏rsq < 𝜏f 

すなわち  

(1 − 𝜅2)𝐿2
𝑅rsq

<
1

√2𝑗op
2
(
𝜂

1 − 𝜂
) (𝑇c−𝑇op)

𝐶

𝜌
 

を満たせば、レスキュー動作による 𝑙mpzの増大により常伝導伝播は止まり、最

終的に常伝導転移部は消滅すると考えられる。なお、（2.7 式）から（2.19 式）

は断熱条件かつ安全側の仮定を採用しているため、実際はより条件に余裕があ

ると考えられる。冷却条件を考える場合は、𝑈abではなく𝑈l、また、冷却を考慮

した最小伝播領域を導入すればよい。  

 

（2.16 式）  

（2.17 式）  

（2.18 式）  

（2.19 式）  
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図 2.2 レスキューコイル法の急速安定化の物理的描像  

  

 m    

 = 0

 m  +   m  

                           m  >      
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2.3 FFHR-d1 を仮定したレスキューコイル法の成立性検討  

 ヘリカル型核融合炉 FFHR-d1 の設計パラメータ [2.5]を参考にして、大型超

伝導コイルに対するレスキューコイル法の成立性を議論する。マグネット仕様

としてヘリカル型核融合炉 FFHR-d1 の超伝導ヘリカルコイルを、導体仕様と

して STARS 導体[2.6]を考える。なお、レスキューコイルとして NITA コイル

[2.7]を用いる。表 2.1 に図 2.1 の回路図に対応するパラメータを示す。（４）式

から求められる時定数およびレスキューコイルに発生する両端電圧と放電抵

抗𝑅rsqの関係を図１に示す。最大電圧を 10 kV で制限すると、𝑅rsqは 106 mΩ

となり、そのときの時定数𝜏rsqは 1.53 秒である。また、表１の諸元を用いて減

流率ηは 0.108 と求められる。  

 

表 2.1 FFHR-d1 のマグネットシステムの諸元  

L 41.4 H 

Lrsq 1.37 H 

M 7.07 H 

k 0.94 

 

 

図 2.3 FFHR-d1 ヘリカルコイル系のレスキューコイルコイル法の時定数と

両端電圧  
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 次に、余裕時間𝜏fを（2.17 式）から見積もる。計算に用いた STARS 導体の

物性値は表 2.2 のとおりである。臨界温度 Tc を 40 K、45 K、50 K で減流率η

について𝜏fを求めると図 2.5 のようになる。η=0.108 に対応する𝜏fは Tc=50 K

で 2.0 秒である。𝜏rsqは 1.53 秒であるからこの場合はレスキューコイル法によ

る安定化が成立する可能性がある。Tc=40 K では𝜏fは 1.35 秒となり 1.53 秒よ

り小さいため、レスキュー動作による 𝑙mpzの増大は十分でないと考えられる。

一方、これは断熱条件や安全側の仮定を用いた議論であり、冷却効果を加味す

ると成立条件は飛躍的に緩和する。  

 

表 2.2 STARS 導体の物性値  

ρ(Ωm) 7.47 ×10-10 

k(Wm-1K-1) 4.45 ×10 

cp(J kg-1K-1) 5.35 ×10 

Top(K) 2.00 ×10 

C(J K-1m-3) 4.43 ×105 

A(m2) 3.84 ×10-3 

 

 

図 2.5 FFHR-d1（STARS 導体を仮定）におけるレスキュー条件  
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2.4 レスキューコイル法の適応可能性に関する考察  

レスキューコイル法の特徴は、超伝導コイルの運転電流の制御に周回電圧を

用いる点といえる。従来はコイル両端電圧で制御されることからコイルに並列

なパスにも電流が分配され、結果として運転電流の制御において時定数の応答

遅れを伴うが、レスキューコイル法では周回電流に直接作用することができる

ため、コイル両端電圧を打ち消すように対象コイル側の電源電圧を制御するこ

とで運転電流の高速な制御を可能にする。このことは、図 1.3 において SW1 が

短絡されて𝑅eeが接続されている場合でも（2.17 式）～（2.19 式）の表式に影

響を与えないことを意味する。1.3 項では𝑅eeは外部放電抵抗を意味するものと

して描写したが、SW1 を廃して𝑅ee ⇒𝑅cとすれば、無絶縁コイルの SPEC モデ

ルに相当する。すなわち、運転電流の励磁・減磁の長い時定数により運転電流

の急速な増減が難しいとされた無絶縁コイルにもレスキューコイル法を適用

できる。無絶縁コイルの良好な安定性と組み合わせることで、高電流密度運転

において自己保護に移ることなく超伝導運転に復帰するようなクエンチフリ

ーシナリオが成立する可能性がある。  
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2.5 無絶縁コイルの周回電流の急速制御の検証実験  

2.5.1 実験系の構成  

レスキューコイル法の基本的な動作のひとつは、電磁誘導により超伝導コイ

ルの運転電流を急速制御する点である。これを検証するために小型の HTS コ

イルを用いて電磁誘導による電流制御動作に相当する実験を行った。図 2.9 に

実験系の構成を示す。図 2.9 (a)はその外観である。同心円の FRP 巻枠に２つ

の超伝導コイルを巻線した。内側の超伝導コイルは無絶縁コイル、外側はター

ン間絶縁を施した超伝導コイルであり、それぞれ別々の電源に接続し、実験時

は液体窒素に浸漬して冷却した。概略図を図 2.9 (b)および(c)に示す。２つの超

伝導コイルの中心にはホールプローブを設置し２つのコイルがつくる磁場を

測定した。それぞれの超伝導コイルへの印加電流はシャント抵抗𝑅m1および𝑅m2

で測定した。また、それぞれのコイルの両端電圧をはんだ付けした電圧タップ

により測定した。電源電流𝐼cs1および 𝐼rsqを任意の値で通電して十分な時間をお

いてそれぞれのコイルを励磁しておき、同時に電源遮断する。このとき、無絶

縁コイルの周回電流 𝐼θは L/𝑅cの時定数で減衰すると考えられるが、レスキュー

コイルを同時に消磁するため相互インダクタンスを介した電磁誘導により、時

定数に関係なく急速に周回電流を減少するというのがレスキューコイル法に

おける急速減磁に相当する。無絶縁コイルではターン間をまたぐ径方向電流が

流れることから、𝐼cs1、𝐼θ、そして径方向電流 𝐼rは  

𝐼cs1 = 𝐼θ + 𝐼r 

であるため、シャント抵抗𝑅m1で𝐼cs1を測定するだけでは 𝐼θを測定することはで

きない。そこで、シャント抵抗𝑅m2から得られる 𝐼rsqとホールプローブによる Bz

の測定値から下記の解析式を用いて 𝐼θを得る。  

𝐼𝜃 = 𝑔1 (𝐵z −
𝐼rsq

𝑔2
) 

ここで、𝑔1および𝑔2はそれぞれのコイルの周回電流がホールプローブの測定

位置に作る磁場との比例係数である。つまり、  

𝐼𝜃 = 𝑔1𝐵z1 

𝐼rsq = 𝑔2𝐵z2 

（2.20 式）  

（2.21 式）  

 

（2.22 式）  
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𝐵z = 𝐵z1 + 𝐵z2 

であり、前もってそれぞれのコイルを個別に励磁して𝐵zを測定することで𝑔1お

よび𝑔2を得る。  

 

 

 

 

(a) 外観  

 

 

 

 

(b) 試験系のセットアップ  

                

                                     

                 

                  

                                      

                 

                  

       

        

           

  s1   s 

 m2

 m1

     s   
 m1

 m2

（2.23 式）  
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.(c)  コイル配置の概要  

 

 

図 2.9 レスキューコイル法の基本構成回路の検証実験の構成  
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表 2.5 レスキューコイル法検証実験におけるメイン磁場コイルの諸元  

巻線  パンケーキコイル（無絶縁）  

直径（内径）  85 mm 

線材  4 mm 幅 BSCCO 線材、住友電工社製  

線材臨界電流値  ＞  100 A, 自己磁場  

ターン数  19.5 ターン  

自己インダクタンス  83 µH 

Rc 119 µΩ 

 

 

表 2.6  レスキューコイル法検証実験におけるレスキューコイルの諸元  

巻線  パンケーキコイル  

直径（内径）  105 mm 

線材  4 mm 幅 REBCO 線材、SuperOx 社製  

線材臨界電流値  ＞  100 A, 自己磁場  

ターン数  17.5 ターン  

自己インダクタンス  74 µH 

 

 

表 2.7  レスキューコイル法検証実験の他の諸元  

相互インダクタンス  —44 µH 

試験温度  77 K （液体窒素浸漬）  
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2.5.2 実験の手順  

 メイン磁場コイルである無絶縁コイルの印加電流 Ics1 を電源に 0 A 指令を与

えて減磁した。このとき、無絶縁コイルの減磁は L/Rc の時定数で時間遅れが

生じるが、同時にレスキューコイル電流 Irsq を急速に落とす操作の有無で挙動

を比較した。つまり、レスキュー動作ありの場合はメイン磁場コイルとレス

キューコイルの電源に同時に 0A 指令を与えるように電源遮断試験を行った。

レスキュー動作なしの場合はメイン磁場コイル単独の電源遮断時の挙動をみ

た。メイン磁場コイルおよびレスキューコイルのそれぞれ予め励磁しておく

電流設定値は、  

 レスキュー動作なし Ics1 = 47 A、Irsq = 0 A 

レスキュー動作あり Ics1 = 47 A、Irsq = 44 →  0 A  

とし、遮断のタイミングを t=0 とした。  

ここで、集中定数回路モデル（SPEC モデル）を仮定して定式化すれば、  

𝑉ni = Rc(𝐼cs1 − 𝐼𝜃) = 𝐿
d𝐼𝜃
d𝑡
+ 𝑀

d𝐼rsq

d𝑡
 

𝑉rsq = 𝐿rsq
d𝐼rsq

d𝑡
+ 𝑀

d𝐼𝜃
d𝑡

 

である。得られた実験結果と SPEC モデルを比較する。  

 

2.5.3 実験結果と考察  

図 2.10 にそれぞれの測定から得られた波形、および（2.20 式）から得られ

るメイン磁場コイルの周回電流 𝐼𝜃を示す。一番上の図は操作量である印加電流

をシャント抵抗の電圧降下から換算した値である。赤色の実線は実験値、青

色の点線は SPEC モデル（（2.24 式）および（2.25 式））に基づく計算値であ

る。なお、計算値を得る際、 𝐼cs1および𝐼rsqは測定値を用いている。周回電流に

注目すると、レスキュー動作なし（No RSQ）では𝐼cs1に対する時間遅れがあ

るが、レスキュー動作あり（With RSQ）では t=0 で時間遅れすることなく直

ちに𝐼𝜃が減少していることがわかる。このことから、レスキューコイル法にお

ける電磁誘導による急速減磁の考え方が正しいことがわかる。また、概ね

SPEC モデルと実験値は一致した。ただし、それぞれのコイルの両端電圧の

最大値は実験値の方が 1.5 倍ほど大きい。これは周方向電流が径方向に分布

（2.24 式）  

（2.25 式）  
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を持つことや SPEC モデルで無視した超伝導線材の常伝導成分のためと考え

ている。  

レスキュー動作による電流の減少量ΔIθは（2.3 式）で t→∞として、  

𝛥𝐼𝜃 = 𝐼𝜃(𝑡 → 0) − 𝐼𝜃(𝑡 →∞) = 𝜅√
𝐿rsq

𝐿ni
 𝐼rsq 

である。レスキューコイルの電流値を Irsq= 22 A, 44 A として同様の動作をす

ると、図 2.10 のように t=0 における周回電流の減少量𝛥𝐼𝜃は（2.26 式）と一

致した。  

 

 

 

図 2.10 レスキューコイル法の検証実験の実験結果  

  

          

           
             

    

   

  

    

   

  

      

    

        

            
    

-1 - .5        .5     1     1.5      2     2.5     3  -1 - .5        .5     1     1.5      2     2.5     3  

（2.26 式）  
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図 2.11 レスキュー動作時におけるメイン磁場コイル（無絶縁コイル）の周

回電流の急速減少  
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2.6 クエンチを誘発した無絶縁コイルに対するレスキュー実験  

2.6.1 実験系の構成  

無絶縁コイルに対してヒーターを用いて常伝導転移を誘発することで常伝

導伝播が進む状態を引き起こし、この状態の無絶縁コイルに対してレスキュ

ー動作を加えたときの挙動を調査した。図 2.12(a)が実験系の外観である。メ

イン磁場コイルは REBCO 線材の無絶縁パンケーキコイルであり、51 ターン

のうち、内側から 10 ターンと 11 ターンの間に合計５つのヒーターを挟みこ

んだ。図 2.12 (b)のように電源や測定のセットアップは図 2.9 の実験体系と同

様である。コイルの位置関係は (c)のとおりであり、前実験と同様に中心磁場

を測定した。表３にそれぞれのコイルの諸元を示す。  

 

 

 

 

 

(a) 実験系の外観  
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(b) 測定および熱擾乱の概要  

 

 

    

. 

(c) コイル配置  

 

図 2.12 クエンチ誘発レスキュー実験の構成  

 

 

表 2.8 (a) クエンチ誘発レスキュー実験におけるメイン磁場コイルの諸元  

巻線  パンケーキコイル（無絶縁）  

直径（内径）  180 mm 

線材  4 mm 幅 REBCO 線材、SuperOx 社製  

線材臨界電流値  ＞  100 A, 自己磁場  

ターン数  51 ターン  

自己インダクタンス  400 µH 

Rc 不定  
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表 2.8 (b)  クエンチ誘発レスキュー実験におけるレスキューコイルの諸元  

巻線  パンケーキコイル  

直径（内径）  105 mm 

線材  4 mm 幅 REBCO 線材、SuperOx 社製  

線材臨界電流値  ＞  100 A, 自己磁場  

ターン数  20 ターン  

自己インダクタンス  400 µH 

 

 

表 2.8 (c)  クエンチ誘発レスキュー実験のその他諸元  

相互インダクタンス  -60 µH 

試験温度  77 K （液体窒素浸漬）  

ヒーター  5.5Ω  
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2.6.2 実験結果と考察  

図 2.13 に試験結果を示す。t<0 でレスキューコイルを励磁しておき、レスキ

ューコイルを定常状態で待機させ、メイン磁場コイルを励磁した。無絶縁コイ

ルであるメイン磁場コイルはその良好な安定性から若干の過電流状態でなけ

れば常伝導伝播が広がらなかったため入熱時には既に電圧を伴っている。この

状態でクエンチを誘発する適当な擾乱を投入した。図 2.13 のショットでは  5.5 

Ω  × ( 1.5 A )2 × 5 秒× 5 個  ～  309 J のエネルギーを投入した。入熱後、

Vni のゆるやかな上昇から常伝導伝播が進んでいることがわかる。この状態で

矢印で RSQ で示したタイミングでレスキューコイル電流を減少させた。この

とき Ics1 の電流値は落とさず同じ電流値を印加したままとした。レスキュー動

作の後、数十ミリ秒の遅れの後に電圧と中心磁場が急降下し、その後、超伝導

運転に復帰する挙動が得られた。詳細な物理的メカニズムは検証が必要と考え

られるが、レスキュー動作時に無絶縁コイル内部で磁束を保存するように電流

分布が変化した結果、ホットスポットを囲っていた局所的な発熱分布が散逸し、

ホットスポットが冷却されたと考えられる。磁場の低下は径方向電流の増加と

周回電流ターンの減少を意味しており、この場合のレスキュー動作は径方向へ

の電流の迂回を促進する効果があったと考えられる。クエンチ保護の観点では、

発熱分布を制御することでホットスポット温度を低減することができる可能

性がある。今回の測定では無絶縁コイル内の電流分布を詳細に観測することは

難しいため、電流分布の制御を試みるためには詳細な調査が必要である。レス

キューコイル法の導入を目指す大型マグネットではより磁束の保存がきいて

くるため径方向に電流を制御することが難しい。時定数が大きいこともあり、

レスキュー動作のためにはメイン磁場コイル側の電源を操作して印加電流を

同時に減らす、あるいは、電源をメイン磁場コイルと切り離す操作が必須であ

ると考えられる。  
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図 2.13 常伝導伝播が進む無絶縁コイルに対するレスキュー動作時の時間発

展波形  
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3.1 レイヤー間絶縁レイヤー巻き無絶縁コイル  

２章では無絶縁コイルに適用可能な周回電流を急速に減流させる方法（レス

キューコイル法）を検証した。この検証において、無絶縁コイルに対して変動

磁場を与えることは大きな径方向電流を発生させうることが示唆された。径方

向電流は無絶縁コイル特有のターン間電流により非常に良好な安定性やホッ

トスポット温度の低減に寄与するが、高磁場運転の場合、径方向電流と磁場の

積によるローレンツ力が巻線部に対する破壊的な応力となり、これが巻線構造

の破損につながると考えられる。実際に[3.1][3.2]等のように不均一な電磁力に

よって無絶縁コイルの巻線構造が破壊されることを示唆する報告が存在する。

この問題に対する解決策のひとつは、常伝導転移部を迂回する電流を磁場と平

行な方向にのみ流れるよう制限するという考え方である。核融合装置のマグネ

ットシステムでは３次元的な巻線構造であるから、無絶縁としたときの迂回電

流はコイル長手方向にも流れうる。コイルに対して長手方向の電流ならば磁場

と平行であるため強大なトルク力を抑制することができる。つまり、具体的な

巻線構造に落とし込むと、レイヤー巻き無絶縁巻線かつレイヤー間に絶縁を施

したコイルであり、例えば、intra-layer winding[3.3]がこのような巻線構造に

該当する。  

 本研究では、レイヤー巻き無絶縁巻線かつレイヤー間絶縁を実現する巻線方

法として WISE（Wound and Impregnated Elastic tapes）[3.4]に着目した。

これは、フレキシブルスパイラルチューブを用いて HTS線材を束ねて巻線し、

その後に低融点金属で含浸するという巻線方法であり、巻線間が低融点金属で

短絡された無絶縁コイルとなる。また、含浸前の WISE 導体は良好な可撓性を

持っていることから巻線が容易であること、巻線時に線材が固定されていない

ため線材間の経路長の差異による歪みが生じないことが特徴である。巻線時の

可撓性が良いため、ヘリカルコイルのような複雑形状にも巻線が容易であり、

同様にレイヤー巻きも容易であると考えた。また、レイヤー間絶縁を施しても

構造上の問題はない。しかし、WISE 導体、および WISE 導体で構成されたコ

イル（WISE コイル）はこれまで製作された例はなく、その成立性や特性は不

明であった。そこで、WISE 導体、および WISE コイルのサンプルを製作して

冷却・励磁試験を行いその結果を分析し、超伝導コイルとしての成立性や特性

を検証した。  

 WISE 巻線の特徴は巻線を固定するために低融点金属で含浸する点である。
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特に、巻線の際に張力を加えないことで集合化した素線はフレキシブルチュー

ブ内で自然とすべり、歪みが最小となる軌道をとる。このとき、素線間の隙間

を許すことになるが、この隙間は含浸材で埋まるため問題にならない。樹脂等

を用いて巻線を含浸する場合は含浸材と HTS 線材の熱収縮率の違いによる応

力で冷却時に HTS 線材が破損することが知られているが、金属（はんだ等）

含浸では比較的破損事象は生じにくい。前もって実施した低融点金属 U-78 を

用いた含浸試験では低融点金属含浸の前後で HTS 線材の特性が劣化すること

はなかった。しかし、コイルサンプルでは導体の原因不明の劣化事象が観測さ

れた。  

 

3.2 WISE コイル試作の概要  

 本研究において、２つの WISE コイルサンプルを製作した。それぞれの断面

形状を図 3.1 に示す。WISE ソレノイド（Ⅰ）は WISE 巻線の成立性を検証す

るために製作した。さらに超伝導コイルとしての基本特性（特に、無絶縁コイ

ルとしての特性を含む）を調査するために、励磁試験、冷却サイクル試験、電

源遮断試験を実施した。WISE ソレノイド（Ⅱ）は（Ⅰ）を踏まえて製作方法

の改善を図ると共に（Ⅰ）で割愛した過電流試験を実施した。また、導体特性

を解析して特性の再現性を検証した。  

 

 

  (a) WISE ソレノイド（Ⅰ）         (b) WISE ソレノイド（Ⅱ）  

 

図 3.1 WISE コイルサンプルの形状概略図  
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3.3 WISE ソレノイド（Ⅰ）  

3.3.1 WISE ソレノイド（Ⅰ）の設計  

WISE コイルの製作性、およびコイル特性を調べるため、小型の WISE コイ

ルサンプル：WISE ソレノイド（Ⅰ）の試作、および励磁実験を実施した。WISE

ソレノイド（Ⅰ）は、巻数 21.5 ターンのレイヤー巻きソレノイドである。図 3.2

に WISE ソレノイド（Ⅰ）の概略図を示す。WISE コイルは、主に、巻線本体、

含浸容器（巻枠を兼ねる）、電流導入端部から構成される。設計についての検討

を以下に示す。  

 

3.3.1.1 巻線本体および導体  

巻線形状は２層ソレノイドとした。総数を偶数とすれば、底面で折り返して

低融点金属の液面から導体端部を引き出すことができる。導体端部を低融点金

属の液面下にする必要がある場合はフィードスルーを用意すればよい。巻き数

は、内側ソレノイドと外側ソレノイドで合計 21.5 ターンとした。  

 

・内側ソレノイドの直径 77 mm 

・外側ソレノイドの直径 84 mm 

・ソレノイドの長手方向長さ  72 mm 

・導体の長さ  

2π×77 mm ×10.75 ターン＋2π×84 mm ×10.75 ターン  =  5437 mm 

・導体径  

外径φ6（内径φ5.2）のフレキシブルチューブに対して 4 mm 幅 HTS テー

プ線材を挿入  

 

真鍮製のダミーテープとフレキシブルチューブを用いた導体モックアップに

より含浸前導体の挙動を調べたところ、テープはフレキシブルチューブ中心の

軌道をとらず、外側に膨らむようにフレキシブルチューブ内で位置取ることが

わかった。また、このダミー導体をコイル形状に巻線したところ、それぞれの

テープがすべることで巻線後の導体端で素線の長さに違いがでた。つまり、巻

線の長手方向の歪みが低減されていることがわかる。導体は SuperOx 社製の型

番  ST-4-100-Cu（臨界電流値 Ic > 100 A, 自己磁場中）を 10 枚積層して集合導

体を構成した。断面の概略図を図２に示す。これをφ6 mm の内径を持つフレ
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キシブルチューブで束ねることで HTS 集合導体を構成した。素線一本当たり

の臨界電流値は液体窒素温度、自己磁場中で 100 A 以上であり、臨界電流値の

合計は 1 kA 以上となる。実際は、積層したそれぞれの素線の臨界電流値は、自

身以外の素線がつくる磁場のために自己磁場よりも大きな磁場が印加され低

下することから、電流容量は 1 kA 未満程度であると予想した。  

 

3.3.1.2 インダクタンスの予測値  

長岡係数法によれば、ソレノイドコイルのインダクタンスは、  

𝐿 = 𝜇0𝐴hn𝑁
2
𝑎2

𝑙
 

で与えられる。ここで、  

µ0 真空の透磁率  1.26×10-6  

Ahn 長岡係数 0.52  

N 巻数 21.5 

a コイル半径 77 mm（内側ソレノイド） , 84 mm（外側ソレノイド）  

l コイル長さ 72 mm 

というパラメータから、  

Linside= 6.0 µH 

Loutside= 7.1 µH 

より、WISE ソレノイド（Ⅰ）のインダクタンスは  

   L = 2 Linside +2 Loutside ~ 26 µH （予想値）  

と評価できる。  

 

3.3.1.3 中心磁場の予測値  

有限長円形ソレノイドのコイル中心軸上に作る長手方向の磁場強度は、  

𝐵𝑧(𝑧) =
𝜇0𝐼𝑁

2

(

  

 
2 −  

√(
 
2 −  )

2

+ (
a
2)
2
 

+

 
2 +  

√(
 
2 +  )

2

+ (
a
2)
2
 )

  

で与えられる。例えば、I=100 A で通電するとソレノイド中心（z=0）の磁場は

0.027 T である。  
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3.3.1.3 含浸容器  

低融点金属で巻線を含浸するための井戸型形状の容器が必要である。底板、

径の異なる２つの単管より巻線部を低融点金属で重力含浸できる構造とした。

２本のアルミ合金の単管を同軸に配置することで、この２本の単管の間に巻線

が収まるような構造とした。巻線の含浸方法として重力含浸を採用するとして

容器の底となる平板を接着して井戸型の含浸容器を構成した。接合部は市販の

樹脂を用いて低融点金属が漏れないよう隙間なく接着させた。内側の単管内側

ボアにはホールプローブを設置するとした。  

 

3.3.1.4 電流導入端部  

電流導入端部は、平編銅線と接続した 11 枚の無酸素銅板を用いて 10 枚の素

線を全てはさみこむ構造とし、FRP の L 字治具によって含浸容器と絶縁した。

このような構造とすることで、低融点金属含浸部から引き出された WISE 導体

部に全ての電流が導入され、含浸容器や低融点金属を介して端部間が短絡され

ることはない。  

 

3.3.1.5 冷却  

液体窒素（77 K）の浸漬冷却とした。  
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図 3.2 WISE ソレノイド（Ⅰ）の概略図  

 

 

 

図 3.3 WISE ソレノイドサンプル（Ⅰ）および（Ⅱ）に用いた HTS 集合導体  
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3.3.2 WISE ソレノイド（Ⅰ）の製作  

WISE ソレノイド（Ⅰ）の製作性を検証した。製作時の写真を図 3.4 に示す。  

   

(a) 線材を束ねる様子。小さいリングを先にとおすと束ねやすい。  

 

  

(b) 巻き枠。２本の単管と底板より構成される。底板とそれぞれの単管の接続

は、エポキシ樹脂を用いて隙間なく接着した。  

 

  

(c) 手巻きでボビンに巻き付けた。外側の単管を巻き終わった後に装着した。  
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(d) 上側の蓋には、容器と絶縁した電流導入端部を設けた。すべての線材に電

流を導入するため、銅板で全ての線材をはさみこむと共に、全ての銅板に電

流ケーブルを接続した。線材の表面と銅板の間には、面接触を担保するため

にインジウムシートを挿入した。  

  

(e) リボンヒーターで本体を約 100℃に保った。巻線本体の温度は熱電対によ

って管理した。低融点金属の温度も約 100℃とした。流し込んだ低融点金属

の量は 2 kg であった。  

  

(f) 低融点金属を流し込む前と流し込んだ直後の様子。右図ではまだ低融点金

属は液状である。  
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(g) 流し込む前と、流し込んだ直後の様子。右図は低融点金属が固化した状態

である。  

 

 

 

(h) WISE ソレノイド（Ⅰ）の製作完了時の外観  

 

 

図 3.4 WISE ソレノイド（Ⅰ）の製作  
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3.3.3 励磁試験系の構成  

 製作した WISE ソレノイド（Ⅰ）の成立性を確かめると共に特性を調べるた

め、励磁試験を実施した。励磁試験系の測定の構成を図 3.5 に示す。電源 Ics は

300 A 定格の電源であり、印加電流はシャント抵抗から測定した。図 3.5 の Vtape

および外観として図 3.6 に示すように WISE 導体を構成する 10 枚の HTS 素線

の全てに電圧タップを取り付け、全ての素線電圧を測定した。実験系全体およ

び液体窒素浸漬した状態の写真を図 3.7 に示す。図 3.8 のようにコイル中心軸

上に３つのホールプローブを設置してソレノイド中の周回電流がつくる磁場

を測定した。磁場測定から予測した大きさの磁場の発生が観測できれば周回電

流を有することを意味し、超伝導マグネットとしての成立性を検証することが

できる。  

 

 

 

図 3.5 WISE ソレノイド（Ⅰ）の励磁試験における測定の概要  

 

 

Hall sensor

 tape

 shunt

 cs

Coil current

 z
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図 3.6 電圧タップの外観。全ての HTS 素線にはんだ付けした。  

 

 

 

 

(a) 実験系の外観  

 

  

      

        

WISE      Ⅰ   
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(b) 液体窒素浸漬  

 

図 3.7 WISE ソレノイド（Ⅰ）の実験系の写真  

 

 

図 3.8 WISE ソレノイド（Ⅰ）におけるホールプローブの位置  
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3.3.4 励磁試験の結果  

3.3.4.1 コイル中心磁場  

 含浸前および含浸後に Ics=100 A のフラットトップをとる励磁試験を行った。

低融点金属含浸の前では巻線間の抵抗が十分大きく印加電流と周回電流は等

しいと考えられる。したがって、含浸前後の磁場強度を比較し、一致すれば含

浸後のコイルの成立性を議論することができる。図 3.9 に含浸する前の後の磁

場の時間発展を示す。ただし、図示した磁場強度は Bz2 である。ランプアップ

レートは 10 A/s とした。破線が含浸前、実線が含浸後である。含浸前の状態に

おいて、導体間を積極的に絶縁しているわけではないが、励磁時の時間遅れも

なくほとんどの素線は超伝導状態であったことから、Ics=Iθと考えて問題ない。

含浸前後の 100 A フラットトップにおける測定値はいずれも予測値（0.027 T）

とよく一致しており、含浸の前後で磁場強度の低下がないことから、WISE ソ

レノイド（Ⅰ）は HTS コイルとして機能したことを示すことができた。特に、

含浸後は無絶縁コイル特有の減励磁の時間遅れが顕著にあらわれている。なお、

Bz1 および Bz3 の測定データは冷却サイクル試験にて示す。  

 

 

 

 

図 3.9 100 A の電流印加に対する低融点金属含浸前後の励磁波形の比較  
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3.3.4.2 素線両端電圧 Vtape 

 Ics=100 A のフラットトップの励磁試験における各素線の両端電圧の時間発

展を図 3.10 に示す。一本の素線（＃3）が常伝導成分に由来する電圧が発生し

ているが、成立性の検証という目的に際して特段問題はないと考え試験を続行

した。含浸前は t=0 s から 10 s で典型的なインダクティブ電圧がみられる。10 

A/s の励磁時のインダクティブ電圧の平均値を図 3.11 に示す。全ての素線はほ

ぼ 0.3 mV であるから、WISE ソレノイド（Ⅰ）のインダクタンスは  

𝐿s1＝
𝑉s1

(
d𝐼θ
d𝑡 )

= 30 𝜇H 

と見積もることができる。これは予想値（26 µH）より若干大きな値である。

予想値の見積もりにおいて、ソレノイドの半径は WISE 導体の中心の値を採

用したが、ここで、素線がフレキシブルチューブ内で外側に偏ることを考慮

して計算する。導体内の電流中心の偏りを 2 mm として計算すると、  

 

Linside, correct= 6.6 µH 

Loutside, correct= 8.5 µH 

L = 2 Linside +2 Loutside ~ 30 µH 

 

となり、実測値（30 µH）とよく一致する。磁場精度が求められるマグネットに

WISE 導体を適用する場合は、以上の観点から電流中心を補正する必要がある。

一方、今回用いた内径 5.2 mm のフレキシブルチューブに収まる HTS テープ線

材の積層数は厚さ 0.2 mm で約 30 枚であり、WISE ソレノイド（Ⅰ）で用いた

導体の積層数である 10 枚では隙間が生じた。この隙間が電流中心の偏りの原

因と考えられるため、積層数を大きくとり隙間を減らすことで電流中心の偏り

は解消すると考えられる。  
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図 3.10 WISE ソレノイド（Ⅰ）の 100 A 励磁実験における素線間電圧の時間

発展  

 

 

 

図 3.11 素線間電圧から取得したインダクティブ電圧   
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3.3.4.3 冷却サイクル  

 冷却サイクル試験を実施したところ、２回目以降の励磁試験で素線の破損が

観測された。図 3.12 に初回から４回目の励磁試験における 10 A/s 励磁の素線

電圧波形を示す。初回とは図 3.10 の励磁波形と同じ実験時期であり、２回目と

は十分な時間をかけて室温に昇温した後に再度液体窒素浸漬した試験時期を

示す。フラットトップの電流値は Ips=291 A であった。図 3.12 (a)に示す初回の

冷却時では＃３の素線のみが劣化を持つのみであり、この劣化は含浸前から有

していたため低融点金属含浸工程時の劣化と考えにくい。しかし、図 3.12 (b)

に示す２回目の励磁からは１０本の HTS 素線のうち６本（＃１、＃３、＃６、

＃７、＃９、＃１０）から劣化による常伝導電圧が発生した。Ips =291A のフラ

ットトップ時の素線電圧の大きさを図 3.12 に示す。劣化は２回目で大きく生

じ、３回目でさらに若干大きくなっているようにみえるが、それ以降はほとん

ど進まずに飽和した。このことから、初回試験後の 77 K から室温への昇温時

に損傷が生じたと推察することができる。  

 図１４は各冷却サイクルにおける励磁時の磁場強度の時間発展である。ラン

プアップレートとフラットトップの電流値は、図 12 と同様に 10 A/s および

Ips=291 A としたフラットトップ時の到達磁場強度は２回目の冷却サイクルか

ら低下しており、導体の常伝導抵抗成分があるために無絶縁コイル特有のター

ン間方向への電流経路に印加電流が迂回することで磁場に寄与する周回電流

が減少したことがわかる。励磁の時間遅れについては、３回目から小さくなっ

ている。このことから、素線と低融点金属の接触状態が冷却サイクルによって

接触抵抗率が大きくなるように変化しているといえる。Bz1 と Bz3 はコイルの幾

何形状によれば同じ値が得られるべきだが、端部側である Bz3 は Bz1 に比べて

小さな値となっている。これは WISE ソレノイド（Ⅰ）の端部側において巻き

崩れが生じていたことが原因と考えている。実用コイルにおいて磁場精度を求

められる場合は、フレキシブルチューブの軌道を拘束する方法が必要である。 
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(a) 初回      (b) ２回目  

 

 

 

(c) ３回目      (d) ４回目  

 

 

 

図 3.12 WISE ソレノイド（Ⅰ）の冷却サイクルに対する電圧応答の変化  
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図 3.13 素線間電圧から生じた常伝導成分レベル  
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図 3.14  WISE ソレノイド（Ⅰ）の冷却サイクルに対する磁場応答の変化  
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3.3.5 WISE ソレノイド（Ⅰ）の特性解析  

 取得した励磁波形を用いて無絶縁コイルとしての特性を解析する。導体の劣

化抵抗を考慮した集中定数回路モデルは、  

𝑉0 = 𝐿0
d𝐼𝜃
d𝑡
+ 𝑅𝜃𝐼𝜃 = 𝑅c𝐼b 

𝑅𝜃 = 𝑅deg + 𝑅spr 

𝐼𝜃 = 𝐼ps − 𝐼b 

という回路方程式であらわすことができる。回路モデルを図 3.15 に示す。ここ

で、V0 はコイルの両端電圧、 𝐿0はインダクタンス、 𝐼𝜃は周回電流である。

(𝑅deg + 𝑅spr)は WISE 導体に沿った抵抗成分であり、𝑅degは常伝導抵抗成分、𝑅spr

は超伝導の非線形抵抗成分をあらわす。Rc は無絶縁コイルの特徴抵抗値、 𝐼bは

迂回電流である。𝐼𝜃はコイルの作る磁場 Bz に寄与する電流であるから、  

𝐵𝑧 = 𝑔𝐼𝜃 

である。𝑔は比例定数であり、低融点金属含浸前の通電試験から取得した。この

モデルを用いて WISE ソレノイド（Ⅰ）の𝑅cと𝑅degを求める。印加電流値が十

分小さければ𝑅sprは無視することができるとして、（3.1 式）～（3.4 式）から  

𝑉0 =
𝐿0
g

d𝐵𝑧
d𝑡
+ 𝑅deg

𝐵𝑍
g
= 𝑅c (𝐼ps −

𝐵𝑍
g
) 

である。（3.5 式）のうち𝑅cと𝑅degをフィッティングパラメータとして、励磁波

形にあわせると図 3.16 のようになる。ただし、V0 のフィッティングには劣化

のない素線（＃４）の素線間電圧を、Bz のフィッティングには Bz2 を用いた。

フィッティングパラメータとして推定した𝑅cと𝑅degを図 3.16 に示す。励磁波形

から議論したとおり、導体の劣化は２回目の冷却時に大きく生じている。𝑅cの

変化は導体の劣化と無関係に２回の冷却サイクルをかけて増加している。解析

からも熱収縮と熱膨張により素線と低融点金属の接触状態が変化しているこ

とがみてとれる。  

 

（3.1 式）  

（3.2 式）  

（3.3 式）  

（3.4 式）  

（3.5 式）  
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図 3.15 集中定数回路の解析モデル  
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(a) 初めての冷却時  

 

 

(b) 冷却 2 回目  
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(c) 冷却 3 回目  

 

 

(d) 冷却 4 回目
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(e) 冷却 5 回目  

 

 

図 3.16 励磁波形に対する回路モデル計算のフィッティング  
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(a) WISE 導体の劣化抵抗 Rdeg の冷却サイクルに対する変化  

 

 

 

(b) WISE ソレノイド（Ⅰ）の無絶縁コイルの特徴的抵抗値 Rc の冷却サイク

ルに対する変化  

 

図 3.17 冷却サイクルに対する WISE ソレノイド（Ⅰ）の状態の変化   
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3.3.6 WISE 導体の通電特性の解析（Ⅰ）  

 ５回目の冷却時、導体の臨界電流値を確認するために WISE ソレノイド  (Ⅰ)

に対して導体の臨界電流値を超えると予想される大きさの印加電流を加え挙

動を調査した。ランプアップレートは 5 A/s とし、いくつかのフラットトップ

電流値で試験した。印加電流に対する磁場および素線間電圧の応答波形を図

3.18 に示す。800 A フラットトップではクエンチは生じず、850 A で WISE ソレ

ノイド  (Ⅰ)の電圧は急激に上昇した。この振る舞いは、ランプアップ中ではな

く 850 A のフラットトップを維持している間に徐々に電圧が上昇し、あるとき

急峻に電圧が上昇するという挙動であった。励磁試験中は素線間電圧を監視し

10 mV が 0.5 秒続いたときに電源に 0A 指令を与えるインターロックを設定し

ていた。そのため、電圧の急上昇の後にインターロックが作動し、急速に印加

電流値が落ちている。850A に到達してから電圧の上昇が観察できるが、電圧の

急上昇が生じるまで 25 秒以上かかっており、常伝導領域の成長の速さが非常

に遅いことがわかる。このようにある瞬間から突然電圧が上昇するというのは、

HTS 線材の集合化導体の特有な挙動であると考えられる。  
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図 3.18 種々の印加電流値に対する磁場および素線間電圧の応答波形  
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（１）式と（４）式を組み合わせ、定常状態とすれば、導体に沿った抵抗成

分は、  

𝑅𝜃 =  𝑅c

𝐼ps−𝐵𝑧
𝑔
𝐵𝑧
𝑔

 

で求めることができる。磁場測定値 Bz と励磁波形から求めた Rc を用いれば、

図 3.18 の定常状態の値から各フラットトップ電流値 Ips に対する Rθを求める

ことができ、さらに Iθは磁場測定値 Bz2 から（3.6 式）を用いて求めれば、WISE

導体の通電特性が得られる。また、導体長 𝑙cnd =6 m として、  

𝐸𝜃 =   𝑅c𝐼b/𝑙cnd   =   𝑅c(
𝐼ps−𝐵𝑧

𝑔
) 

から電界 -電流特性を得ることができる。このようにして取得した WISE 

solenoid (Ⅰ)として巻線した WISE 導体の通電特性を図 3.19 に示す。実線は次

式で表される n 値モデルを用いたフィッティングカーブである。この方法で得

た導体の常伝導抵抗値は 0.2 µΩであるが、励磁波形（過渡波形）から得た Rdeg

は 0.6 µΩと、差異があった。WISE ソレノイド  (Ⅰ)が許容した最高電流密度は、

77 K の運転温度で  620 A / 36 mm = 17 A/mm2 であった。  

  

（3.6 式）  

（3.7 式）  
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(a) 抵抗-電流特性     (b) 電界-電流特性  

 

図 3.19 WISE ソレノイド（Ⅰ）に巻線した WISE 導体の通電特性  

 

 

表 3.1 WISE ソレノイド (Ⅰ)の Rc および巻線した WISE 導体の導体特性  

（n 値モデルフィッティング）  

Rc 10 µΩ 

Rdeg 0.2 µΩ  

Ic 574 A 

n 値  7.3 
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3.3.7 低融点金属含浸された巻線の断面観察  

WISE ソレノイド（Ⅰ）をウォーターカッターで切断し断面を観察した。断

面写真を図 3.20 に示す。巻線のフレキシブルチューブ内、特に上部において含

浸不良と考えられる隙間が見受けられた。この隙間は導体の常伝導抵抗成分の

原因であることが考えられ、対策としては真空含浸することで隙間なく含浸す

ることができるだろう。また、巻線外側に素線が偏っていることもわかる。導

体の電流中心を外側に補正したことはこの断面観察を踏まえてのことであっ

た。今回は手作業で巻線を行ったため巻き崩れが散見される。WISE 巻線では

張力管理の必要がないことが良好な製作性に関係する特徴のひとつであるが、

巻き崩れを防止するためにフレキシブルチューブの張力を管理することが必

要だと考えられる。  

 

 

 

 

 

 

図 3.20 WISE ソレノイド（Ⅰ）の断面  
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3.4 WISE ソレノイド（Ⅱ）  

WISE ソレノイド（Ⅱ）では WISE ソレノイド（Ⅰ）の製作方法を改良した。

特に、導体端部において素線が低融点金属の含浸界面に入り込む構造を廃し、

導体端部を含む全ての HTS テープ線材（SuperOx 社製の型番  ST-4-100-Cu（臨

界電流値 Ic > 100 A, 自己磁場中））が低融点金属で含浸されるような構造にし

た（図 3.21 に WISE ソレノイド（Ⅱ）の外観（含浸前）を示す）。WISE ソレノ

イド（Ⅱ）では（Ⅰ）と同様の励磁試験を実施し、WISE 導体の通電特性の再現

性を検証した。仕様は概ね WISE ソレノイド（Ⅰ）に準拠している。図 3.22(a)

のように巻線形状は連続巻きの４層レイヤー巻きソレノイドとし、ターン数は

合計で 60 ターンとした。巻線に使用した WISE 導体は WISE ソレノイド（Ⅰ）

と同様に 10 枚の HTS テープ線材を集合化したものであり、長さは 18 m であ

った。  

 

 

 

 

図 3.21 WISE ソレノイド（Ⅱ）の外観（含浸前）  
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(a) 断面の概略図   

 

 

 

 

(b) 上側からみた概略図  

 

図 3.22 WISE ソレノイド（Ⅱ）の概略図   
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3.4.1 WISE ソレノイド（Ⅱ）の製作  

 WISE ソレノイド（Ⅰ）と同様に手作業で巻線を行った後、低融点金属で含

浸した。図 3.23 に低融点金属で含浸する前と後の外観を示す。導体の端部は

無酸素銅の銅板で HTS 素線一枚一枚をはさみこんで構成した。先述のとおり

WISE ソレノイド（Ⅰ）と異なり電流導入端部も完全に含浸したが、素線に電

流が導入されるように電流導入端部の近くの低融点金属と含浸容器の間には

ポリィミドテープを貼り付けた。含浸時の温度は 100℃であった。  

 

図 3.23 WISE ソレノイド（Ⅱ）の低融点金属含浸前後の外観  

 

3.4.2 励磁試験系の概要  

 図 3.24 と図 3.25 に励磁試験のセットアップの概略図を示す。10 枚の HTS 素

線すべてに電圧タップを設けて素線間電圧を測定した。印加電流 Ips はシャン

ト抵抗を用いて測定した。ボア内には４つのホールプローブを設置して周回電

流がつくる磁場を測定した。試験温度は 77 K （液体窒素浸漬）とした。  
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図 3.24 WISE ソレノイド（Ⅱ）の励磁試験における測定の概要  

 

 

図 3.25 WISE ソレノイド（Ⅱ）におけるホールプローブの設置位置  
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3.4.3 励磁試験の結果  

3.4.3.1 含浸前の励磁試験  

インダクタンスの取得および素線の検査のために含浸前に通電試験を実施

した。時間発展波形を図 3.26 に示す。10 A/s のランプアップレートで電流を上

昇はとし、コイルが焼損しないように電流を落とした。＃01 の素線のみ常伝導

抵抗成分が確認され、他の素線は印加電流値に対する電圧発生時期にばらつき

があった。 t= 0 から 20 s の素線間電圧波形より、インダクティブ電圧は 2 mV

と読み取れるため、コイルのインダクタンスは  

𝐿s2＝
𝑉s2

(
d𝐼θ
d𝑡 )

 =
2 mV

10
A
s

     ~ 2 × 102 𝜇H 

と求めることができる。  

 

 

図 3.26 WISE ソレノイド（Ⅱ）の含浸前の通電波形   
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 このとき、(3.4 式 )より、印加電流に対する各磁場測定点に対する比例係数𝑔1

～𝑔4について、図 3.26 の波形から調べると、図 3.27 のようになる。印加電流

値が 0.5 kA より大きなところでは、𝑔はやや減少しているようにみえるが、こ

れは電磁力により巻線がコイル外側に寄せられたことによると考えられる。  

 

 

 

 

 

図 3.27 各磁場測定点における印加電流に対する磁場強度の比例係数  
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3.4.3.2 含浸後の励磁試験  

 図 3.28 に低融点金属含浸後の励磁試験の時間発展波形を示す。10 A/s のラン

プアップレート、フラットトップは Ips=300 A とし、十分な時間が経過した後

に電源に 0A 指令を与えて急速減磁した。含浸前では 300 A 通電時の磁場強度

Bz3 は 0.17 T であったが、含浸後ではフラットトップの飽和値も 0.17 T であっ

たことから印加電流はほとんど周回電流へと導入できたことがわかる。しかし、

素線間電圧 Vtape によれば１０本中５本の素線で常伝導抵抗成分を確認した。電

流導入部を含浸することで素線の劣化を防ぐことはできないようである。一方

で、印加電流はほとんど周回方向へと流れており、金属端部もあわせて低融点

金属で含浸しても電流を導入する役割を果たすことがわかった。  

 

 

 

図 3.28 WISE ソレノイド（Ⅱ）の低融点金属含浸後の励磁波形   
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 WISE ソレノイド（Ⅱ）は４層レイヤー巻きであるが、内側２層が上部に折

り返した巻線の素線に半田づけを行い内側２層と外側２層のそれぞれの素線

間電圧がわかるように電圧タップを設けた。図 3.29 に Ips=500 A および Ips=1 kA

の励磁試験の時間発展波形を示す。500 A 励磁の波形は典型的な無絶縁コイル

の挙動をしており、定常状態に達するまで数分を要するほどの時定数を有して

いた。1 kA 励磁は過電流状態であり、 Ips が 1 kA に達した後に素線間電圧が増

大している。これの挙動は常伝導領域が次第に成長しているものと考えられる。

この電圧の増大は内側２層（Vab）でのみ生じていた。電圧が上昇するとき、上

部側の Bz1 および Bz2 が減少する傾向がある。これは常伝導転移部の発生に伴

いレイヤー間で電流の迂回が生じて、ソレノイド下部の周回電流が減少したた

めと考えられる。電源遮断の際には直後の Bz1 および Bz2 の低下が Bz3 および

Bz4 に比べて速いことがそれぞれの減衰波形からわかる。つまり、巻線下部の電

流の減衰が巻線上部の電流の減衰より速いことを意味する。このように不均一

な電流分布を許せることは良好な安定性に強く寄与しており、WISE ソレノイ

ド（Ⅱ）の励磁試験体系においては低融点金属を介した徐熱が十分であったこ

とから、過電流状態であっでもクエンチすることなく超伝導コイルとして運転

することができたと考えられる。 Intra-layer winding[3.3]のようにレイヤー間に

絶縁を施すことによって大きな時定数や不均一な磁場分布を改善することが

でき、大型・強磁場コイルにおいては磁場と迂回電流によって生じる不均一な

電磁力を抑制することができる一方、除熱性能は犠牲になることから安定性は

低下すると考えられる。  
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(a) 500 A 励磁  
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(b) 1 kA 励磁  

 

図 3.29 WISE ソレノイド（Ⅱ）の励磁波形および常伝導成分の時間発展   
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3.4.4 WISE ソレノイド（Ⅱ）の特性解析  

 WISE ソレノイド（Ⅱ）では WISE 導体の劣化抵抗値を無視できないことか

ら、WISE ソレノイド（Ⅰ）で用いた解析手法とは異なる解析手法を用いて議

論する必要がある。ここでは、電源遮断時の減衰波形から図 3.15 の電気回路モ

デルで定義される回路パラメータを求める。いま、回路方程式は  

𝑅𝜃𝐼𝜃 + 𝐿0
𝑑𝐼𝜃
𝑑𝑡
= 𝑅c𝐼b 

𝐼ps = 𝐼𝜃 + 𝐼b 

で与えられる。L0 および Rc は定数とするが、𝑅𝜃は𝐼𝜃の関数である。ここで、𝐼𝜃

に依存する時定数𝜏𝜃 

𝜏𝜃 =
𝐿0

𝑅c + 𝑅𝜃(𝐼𝜃) 
 

および、基準時定数  

𝜏0 =
𝐿0
𝑅c

 

を導入することで、回路方程式を書き直せば、  

d𝐼𝜃
d𝑡
=
𝐼ps

𝜏0
−
𝐼𝜃
𝜏𝜃

 

となる。いま、𝐵𝑧 = 𝑔𝐼𝜃から𝐼𝜃がわかり、
d𝐼𝜃

d𝑡
も同様に測定から得ることができる。

遮断時は𝐼ps = 0であるから、𝜏𝜃は、  

𝜏𝜃 = −
𝐼𝜃

(
d𝐼𝜃
d𝑡
)
 

である。つまり、急速減磁時の𝜏𝜃の𝐼𝜃依存性から𝑅cを得ることができる。図 3.30

に 500 A からの急速減磁波形および𝜏𝜃の解析値を示す。時定数𝜏𝜃は時々刻々と

変化していることがわかる。Ips の 0A 制御の直後、時定数は 20 ～70s であり、

先述の Bz の考察と矛盾しない。その後の時定数は一定ではなく 70 ～  100 s で

次第に増加していることがわかる。図 3.31 のように𝜏𝜃の𝐼𝜃関係を図示すると一

（3.6 式）  

（3.7 式）  

（3.8 式）  

（3.9 式）  

（3.10 式）  

（3.11 式）  
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次関数でよくフィッティングできる区間があり、𝜏𝜃の𝐼𝜃依存性として一次関数

の近似曲線  

𝜏𝜃 = 𝑎1𝐼𝜃 + 𝑎0 = −223𝐼𝜃 + 109 

を採用する。（3.10 式）にこの近似曲線を適用すれば、  

d𝐼𝜃
d𝑡
=
𝐼ps

𝜏0
−

𝐼𝜃
𝑎1𝐼𝜃 + 𝑎0

 

である。（3.14 式）の形式に基づいて𝜏0をパラメータとして励磁試験のランプ

アップから遮断までの波形にフィッティングすることができる。図 3.30 の𝐼𝜃

（model, 𝜏0=86）が（3.14 式）であり、測定値とよく一致することがわかる。

このようにして、基準時定数𝜏0は 86 s と求めることができた。L0=200 µH とす

れば、Rc は  

𝑅c =
𝐿0
𝜏0
=
200 𝜇𝐻

86 𝑠
= 2.3 µ𝛺 

と求めることができる。  

 

（3.12 式）  

（3.13 式）  
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図 3.30 励磁波形に対するモデル計算のフィッティング  

       

              

                   

        

d          
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図 3.31 電流減衰時の時定数τθの Iθ依存性   
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3.4.5 WISE 導体の通電特性の解析（Ⅱ）  

定常状態を考えると、磁場強度 Bz を用いて𝑅𝜃は  

𝑅𝜃 = 𝑅c
𝐼ps − 𝐼𝜃

𝐼𝜃
= 𝑅c

𝐼ps −
𝐵𝑧
𝑔

𝐵𝑧
𝑔

 

で得ることができる。図 3.32 の通電波形に「Steady state」で示す区間の値に注

目して𝐵𝑧について Ips=300 A、500 A、800 A の定常値を得る。対応する 𝐼𝜃を横軸

に𝑅𝜃を示せば、n 値モデルを用いたフィッティングから図 3.32 のようになる。

Rdeg について WISE ソレノイド（Ⅰ）では 0.2 µΩであったが、WISE ソレノイ

ド（Ⅱ）の値（0.33 µΩ）との差は小さい。一方、WISE 導体の長さは WISE ソ

レノイド（Ⅱ）で約 3 倍となっていることから、長さあたりの常伝導抵抗成分

は低減されたと考えられる。あるいは、連続巻線部には素線の劣化はほんどな

く導体端部に特徴的劣化機構が存在すると推察できる。臨界電流値 Ic および n

値については近い値を示していることから導体特性の再現性が確認できた。し

かし、低融点金属含浸による HTS 素線の劣化事象について、そのメカニズムを

本研究の範囲で特定することは難しい。何らかの応力がかかっているために劣

化が生じていると考えられるため、よりハステロイ基板が厚く機械的に強い

HTS 線材を選定する、積層枚数を増やし合計自己磁場 Ic を大きくとることで

劣化を上回る安定性を実現するといった方策が考えられる。  

 

 

（3.16 式）  
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図 3.32 WISE 導体の通電特性解析に用いた励磁波形  

 

 

 

図 3.32 WISE 導体の通電特性解析に用いた励磁波形  
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表 3.2 WISE ソレノイド  (Ⅱ)に巻線した WISE 導体の導体特性  

（n 値モデルフィッティング）  

 

Rdeg 0.33 µΩ  

Ic 530 A 

n 値  3.7 

(Ec) (0.1 mV/m) 
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ここでは本論文全体を総括する。  

２章ではレスキューコイル法という能動的かつ急速な超伝導コイルの安定

化によるクエンチ保護方法を構築し、検証した。レスキューコイル法は電磁誘

導により周回電流を制御するため、長い減励磁の時間遅れを持つ無絶縁コイル

に対しても運転電流の制御が可能である。このことから、良好な安定性を持つ

無絶縁コイルとレスキューコイル法を組み合わせることでクエンチフリーな

運転シナリオを構成できる可能性がある。  

一方で、昨今の関連研究の議論において、無絶縁コイル内の迂回電流とコイ

ルの作るメイン磁場によるローレンツ力が無絶縁コイルに機械的なダメージ

を与える可能性が示唆されている。これに対しては、巻線形状をレイヤー巻き

とし、intra-layer winding[3.3]のようにレイヤー間にのみ部分的に絶縁あるい

は抵抗層を施すことで迂回電流を磁場と平行な向きに制御し、ローレンツ力を

低減できると考えている（図 4.1）。このような「レイヤー間部分絶縁レイヤー

巻き無絶縁コイル」を実現する導体として WISE 導体に注目し、３章でその試

作と基礎特性の調査を実施した。複雑なレイヤー巻きのような巻線に対しても

無絶縁巻線のコイルを構成することが可能であることを実証できた。しかし、

低融点金属含浸による HTS 素線の劣化が生じることがわかった。以上のよう

に、本研究では、  

・無絶縁動作時の複雑な電磁力による機械的な破壊が生じない構造に期待でき

る導体（WISE 導体）  

・クエンチフリーな運転が期待できるレスキューコイル法  

の２つのコンセプトを組み合わせることで高磁場・高電流密度の運転が可能な

HTS コイルを実現するための初期検討を行った。あくまで初期検討であるが、

本研究の範囲において、上記のコンセプトは成立する見通しを得た。実用コイ

ルを開発するためには、部分的な無絶縁により十分な安定性を実現できるか、

不均一な電磁力の低減は可能か、実規模の条件においてレスキュー動作により

クエンチを抑制することができるか、等  を検証することが望まれるだろう。  
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(a) パンケーキ巻き無絶縁コイル  

 

 

(b) レイヤー間絶縁付きレイヤー無絶縁コイル  

 

図 4.1 パンケーキ巻きおよびレイヤー間絶縁付きレイヤー巻きの無絶縁コイ

ルにおける迂回電流に伴うロ―レンツ力の描像  
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